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○はじめに
　保健と医療とそして福祉は互いにそれぞれの研究分野と
して確立した領域ではあるが、それはまた、互いにそれぞ
れが深く結びついている領域でもある。とりわけ、わが国
においては急速な高齢化の進展は高齢者医療とそれに伴う
慢性疾患の増加などによる疾病構造の変化、年金問題に代
表される高齢者の生活保障、少子化と子育て環境の変化な
どは保健と医療と福祉が共通して対策対応を迫られている
領域でもある。これらのサービスに対する国民のニーズが
ますます高度化、多様化し、深刻化する中で、保健・医療・
福祉を取り巻く環境は著しくその重要性が指摘されている
ところである。このようなときにこそ、国を始めとする行
政の手になる統一的な保健医療福祉計画の策定が緊急の課
題でもある。
　保健・医療・福祉のサービスの提供主体は、県や市町村、
福祉関係の団体、医療機関、そして大学など多数存在し、
多元化、複雑化している。今後の課題は人々が必要とする
サービスを切れ目なく効率的・効果的に利用することがで
きるように行政のみならず、民間の関連機関をも含めた保
健・医療・福祉の核分野の連携強化を図ることが必要である。
ここでは、保健と医療そして福祉を、主に予防と治療そし
てリハビリテーションに置き換えて論述する。
1. わが国の人口動態
　いまからおよそ60年前、第2次大戦終了直後の1950（昭和
25）年のわが国の総人口は約8、320万人、総人口に対する
年少人口（15歳未満）の割合が35.4％、生産年齢人口（16〜
65歳未満）59.7％、老年人口（65歳以上）4.9％であった。そ
れが2010（平成22）年では、総人口が1億2,805万6千人、年
少人口が13.2％、生産年齢人口が63.7％、老年人口が23.1
％とダイナミックに変化した。しかし、これまでのわが国
の人口増加の傾向は2010（平成22）年頃を境として減少に転
じている。わが国においては、中国のような人為的な一人
っ子政策をとることはなく、経済成長に伴う生活文化の変
化により、少子化へと転じていったという経緯がある。背
景には、男女ともに晩婚化傾向が進行し、なかでも女性の
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高学歴化、専門職化、社会進出の増大、晩婚化が少子化を
顕著に表している。その結果、わが国の将来推計人口（中
位推計）は、2045（平成57）年には総人口が1億44万3千人、
年少人口が9.0％、生産年齢人口が52.8％、老年人口が38.2
％へ、さらに2055（平成67）年には総人口が8,993万人、そ
のうち年少人口が8.4％、生産年齢人口が51.2％、老年人口
が40.4％となり、昭和38年に1億人を突破したわが国の総人
口は1億人を大きく下回ることとなる。
2. 少子化は本当か
　2010（平成22）年のわが国の人口動態統計によると、前年
度と比べて出生、死亡は増加し、死産、婚姻、離婚は減少した。
出生は、件数、率とも1974（昭和49）年以降減少傾向にあっ
たが、2006（平成18）年に6年ぶりに増加に転じた後、2007
（平成19）年度は減少、2008（平成20）年度は増加、2009（平成
21）年度は減少、そして2010（平成22）年度は107万1306人で
前年より1,271人増加し、人口千人対の率は前年と同率の8.5
となった。死亡は119万7066人で前年より5万5201人増加し、
率は9.5で前年の9.1を上回った。出生数と死亡数の差である
自然増減数は12万5760人の減少である。婚姻は70万213組
で前年より7,521組減少し、率は5.5で前年の5.6を下回った。
離婚は25万1383組で前年より1,970組減少し、率は1.99で前
年の2.01を下回った。死産は2万6571胎で前年より434胎減
少した。出産千対の率は24.2で前年の24.6を下回った。出生
の動向を観察する指標として出生率と合計特殊出生率があ
る。わが国の出生数は1947（昭和22）年から1949（昭和24）年
は、戦争直後の結婚の増加により第1次ベビーブームが起こ
った時期であり、出生数は毎年260万人台と現在の約2倍に
も達し、合計特殊出生率も4.0を超えていた。昭和20年代後
半は、合計特殊出生率の低下が始まり、出生数も急速に減
少し、1956（昭和31）年に2.22人となり、初めて人口置換数
（同年2.24）を下回った。少子化というのは、合計特殊出生率
が人口置換数を下回ることが継続する状態を指すのである。
1974（昭和49）年以降の出生数は、合計特殊出生率の低下と
25〜34歳女性人口の低下により1990（平成2）年まで減少を続
け、その後、25〜34歳の女性人口割合の上昇により、120万
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人前後で推移していた。1997（平成9）年以降は女性人口の減
少等により、2004（平成16）年からは出生率の高い25〜34歳
の女性人口がさらに減少する中で2005（平成17）年は過去最
低の出生数となった。2006（平成18）年は景気回復などの影
響で増加に転じ、2007（平成19）年は減少、2008（平成20）年
は増加、2009（平成21）年は減少し、2010（平成22）年は107
万1306人と前年度より1,271人増加した。
　近年の合計特殊出生率の低下の傾向は、主に20歳代の出
生率の低下によるものであろうが、年齢5歳階級別にみると、
2010（平成22）年は、15〜24歳の各階級で減少し、25〜49歳
の各階級では上昇した。ちなみに現在合計特殊出生率が最
も高いのは、30〜34歳である。
　ところで、わが国の急激な少子化は本当に出生数の低下
によるものであろうか。わが国の出生数は、1947（昭和22）
年267万88792人、1955（昭和30）年173万692人、2010（平成
22）年107万1306人これに対して中絶数は1947（昭和22）年10
万1601人、1955（昭和30）年117万143人、2010（平成22）年21
万2665人となっている。（資料：厚生労働省「保健・衛生行
政業務報告」）
　人工妊娠中絶は、戦後の一時期は非常に高かった。中絶
件数の推移を見ると、1949（昭和24）年には10万件であった
人工妊娠中絶の件数は、1953（昭和28）年には100万件を越
え、1955（昭和30）年には117万件のピークに達した。1954〜
55（昭和29〜30）年には、15〜49歳女子1000人当たり50.2件
の中絶が実施されていた。毎年100人当たり5件である。す
べての女性が仮に生涯の中で20年間に一度中絶をすると丁
度この頻度に達するので、多くの女性が中絶を経験していた
状況にあったと考えられる。
　一方、未成年の中絶率は、かっては千人当たり3件程度と
低かったが、高度成長期から安定成長期にシフトした1970
年代半ばから徐々に上昇傾向となり、特に1990年代後半に
急上昇した。早いうちからの女子のセックス経験が増えたこ
とが背景にあると推測される。未成年の中絶率は、その結果、
女性全体のレベルを2000（平成12）年には上回る異常事態と
なり、2001（平成13）年のピークには、千人当たり13.0件とな
った。しかし、国際比較において、日本の人工妊娠中絶の件
数が取り立てて多いとは言えない。人工妊娠中絶は、なかな
か表面には現われないが、子宮収縮剤のブロスタグタンデイ
ンの使用量から実際は年間約110万人位と推測される。
3. 高齢化の現状
　世界保健機構（WHO）の定義では、65歳以上の者を高
齢者と定義している。さらに総人口に占める高齢者の割
合が、7％〜14％未満を高齢化社会、14％〜21％未満を高
齢社会、21％以上を超高齢社会と呼んでいる。わが国で
は65歳以上の人口が総人口に占める割合である高齢化率
は、1950（昭和25）年には僅かに5％に満たなかったものが、
1970（昭和45）年に7％を超え（高齢化社会）、さらに1994（平
成6）年にはその倍の14％（高齢社会）を超えた。高齢化率
が7％から14％になるまでの倍化年数は、表1でも明らかな
ように、わが国では24年間という猛烈な勢いで増加した。
　そして、2010（平成22）年には、わが国は高齢化率が23.0
％と、世界でも最も高い高齢化率を示しており、国民の5人
に1人が65歳以上、9人に1人が75歳以上という本格的な超
高齢社会となっている。65歳状人口は、最近の20年間で倍
増し、約2924万人とお隣中華民国（台湾）の総人口よりも
多くなっている。
　わが国において、他の国では見られないような人口の高
齢化が急速に進行している背景には平均寿命の進展と少子
化の進行があげられる。平均寿命の進展の背景には、第2
次世界大戦後、わが国の死亡率（人口千人当たりの死亡数）
は、生活環境（上下水道の整備等）の改善、食生活・栄養
状態の改善、医療技術の進歩等により大幅に減少した。
　国立社会保障・人口問題研究所の推計によいれば、第1
次ベビーブーム世代（1947〜1950年生まれ）が2015（平成
27）年から65歳以上人口となることから、高齢者数、高齢
化率ともに上昇することが予測され、2020（平成32）年に
は29.1％、2030（平成42）年には31.6％、2050（平成62）年に
は38.8％にも達するとの予測もなされている。　
4. 高齢者の健康
　高齢者の健康に対する特徴としては、①病気になりやす
い。②1人の患者が複数の病苦意を持つことが多い。③高
血圧など循環器系の慢性疾患が多く、療養が長引きがちに
なるなどである。2010（平成22）年の通院者率（人口千人に
対する通院者の割合）については表3のとおりである。
　高齢者の病気は、寝たきり状態が長く続くと手足の運動
能力が急激に低下し、日常生活において各種介護を要する
状態となり、精神機能も低下し、認知症となる恐れもある。
7％ 14％ 所要年数
日本 1970 年 1994 年 24 年
アメリカ 1942 年 2013 年 71 年
イギリス 1929 年 1976 年 47 年
ドイツ 1932 年 1972 年 40 年
フランス 1864 年 1979 年 115 年
スウェーデン 1887 年 1972 年 85 年
（資料）ドイツは統一ドイツベース、日本は総務省「国勢調査」
　　　諸外国は UN. World Population Prospects 1998
表 1．人口高齢化速度の国際比較
高齢化率 平均寿命（男） 平均寿命（女）
1950（昭和25）年 4.9％ 59.57歳 62.97歳
1960（昭和35）年 5.7％ 65.32歳 70.19歳
1970（昭和45）年 7.1％ 69.31歳 74.66歳
1980（昭和55）年 9.1％ 73.35歳 78.76歳
1990（平成　2）年 12.1％ 75.92歳 81.90歳
2000（平成12）年 17.4％ 77.72歳 84.60歳
2010（平成22）年 23.0％ 79.55歳 86.30歳
（資料）厚生労働省大臣官房統計情報部「完全生命表」
表 2．高齢化の進行と平均寿命の推移
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高齢者の病気は、食生活や健康への配慮の度合いなど、こ
れまでの長い生活態度が影響しているものと思われる。高
齢者が老年期を迎える前から日常の健康管理や健康増進に
注意が必要となる。
　わが国の死亡原因は、1950（昭和25）年ころからは、主
な死亡原因は結核などの感染症から生活習慣病へと移行し
た。この間、悪性新生物の年齢調整死亡率は男性で長期的
には上昇しつつあったが、近年は低下、同様に女性も低下
傾向を示している。心疾患は男女ともにやや低下傾向にあ
り、脳血管疾患は以前は著しく高い値を示していたが1965
（昭和40）年以降は急速に低下した。2010（平成22）年死亡数
はそれぞれそう死亡数の30％、16％、10％である。55歳以
上ではこれら3代死因が大きな割合を示しているが、50歳
代前半は悪性新生物、心疾患、自殺が、30〜40歳代では自
殺と悪性新生物が、19〜29歳の青少年期においては自殺と
不慮の事故が、5〜14歳の学童期においては不慮の事故と
悪政新生物が多い。
　現在、がん、心臓病、脳血管疾患を合わせると脂肪原因
の約6割を占めている。悪性新生物、脳血管疾患、虚血性
心疾患、糖尿病、高血圧性疾患という生活習慣病の総患者
数は、2008（平成20）年の患者調査では、高血圧性疾患797
万人、糖尿病237万人であり、悪性新生物、脳血管疾患、
虚血性心疾患を合計すると約1400万人にもなる。それらの
2008（平成20）年度の国民医療費は、悪性新生物2兆9千億円、
高血圧性疾患1兆9千億円、脳血管疾患1兆6千億円であり、
糖尿病、虚血性心疾患を合わせて合計8兆2千億円（一般診
療医療費の32％）に上ると推計されている。
　悪性新生物は1976（昭和56）年以来、死亡原因の第1位で
あり、死亡数は一貫して上昇している。2009（平成21）年の
部位別死亡数は、男で肺、胃、大腸、肝臓の順であり、女
では大腸、肺、胃、膵臓、乳房、肝臓の順である。
5. 高齢者の保健・医療・福祉施策
　高齢者の問題は、1に健康、2に生活費そして3に高齢者
の扶養問題である。先に触れたように高齢者の健康問題は、
加齢に伴い有訴率、有病率の増加が示すように健康問題は
大きな社会問題でもある。
　国民医療費とは、医療機関などにおける傷病の治療に要
する費用を推計したものである。2008（平成20）年度の国民
医療費の総額は約34兆8084億円、国民所得に対する比率は
9.89％であった。そのうち高齢者の医療費が約11兆円と全
体の3分の1を占めている。国民医療費は推計が開始された
1954（昭和29）年から1999（平成11）年まで一貫した増加傾向
を示し、1999（平成11）年度には年間30兆円を超えた。ます
ます増え続ける医療費に対応するため2000（平成12）年以降
から介護保険法が施行され医療保険と介護保険の2本立て
による対策が進められている。わが国の高齢者福祉対策は、
1963（昭和38）年の老人福祉法制定、1973（昭和48）年の老人
医療費の無料化の措置、1982（平成57）年の老人保健法の制
定、1995（平成7）年の高齢社会対策基本法が制定され、国は、
高齢社会対策大綱を策定して、総合的な高齢社会対策を推
進することとなった。介護保険の給付費は2000（平成12）年
度の3兆2291億円から2011（平成23）年度の7兆6932億円と
施行後10年間で2倍以上に増加している。2008（平成20）年
度の国民医療費と介護保険給付費の合算は41兆2269億円と
40兆円を超えている。
　また、2000年代に入ってからは、高齢者医療制度の大幅
な見直しが行われ、2006（平成18）年の医療制度改革により
老人保健制度の見直しが行われ、2008（平成20）年4月から
は老人保健制度に代わって、後期高齢者医療制度という新
たな制度がスタートした。
　高齢者世帯の総所得は厚生労働省の「国民生活基礎調査」
によると、2010（平成22）年度で1世帯当たりの平均所得が
307万2千円で、そのうち稼働所得が53万5千円、公的年金・
恩給が207万4千円、財産所得が27万2千円、年金以外の社
会保障給付金が2万4千円、仕送り・個人年金・その他の所
得が16万7千円であり、そのうち公的年金・恩給が全所得
の約68％を占めている。しかし、一方では持ち家率が9割、
貯蓄も2000万円超となっている。
　健康で生きがいを持ち、安心した生涯を過ごすには、高
齢者保健福祉の分野におけるサービスの総合的な整備の充
実を図ることが求められる。さらに今後は、高齢者が可能
な限り住み慣れた自宅で、安心して暮らし続けることがで
きるよう、訪問介護（ホームヘルプサービス）などの居宅
福祉サービスを拡充するとともに、自宅で生活を継続する
ことが困難な高齢者が安心して住み替えることができる場
としての認知症高齢者グループホームや軽費老人ホーム（ケ
アハウス）の整備、居宅で常時の介護を受けることが困難
な者のための特別養護老人ホームの整備など高齢者の福祉
通院者率 傷病で通院している者
（通院者）は人口千人当
370.0（通院率）である。
通院率と年令階級別にみ
る と「10 〜 19 歳 」 の
150.7 が最も低く、年令
階級が高くなるに従って
上昇を続け「80 歳以上」
で 710 となっている。
（資料）厚生労働省
　　　「国民生活基礎調査」
9歳以下 194.3
10〜19歳 150.7
20〜29歳 153.3
30〜39歳 203.7
40〜49歳 274.8
50〜59歳 409.5
60〜69歳 569.2
70〜79歳 707.6
80歳以上 710.0
65歳以上（再） 679.4
75歳以上（再） 721.9
表 3．年齢階級別にみた通院者率（人口千対）
　　　2010（平成22）年度
有訴率 有病率
前期高齢者（65〜69歳） 約46％ 約30％
中期高齢者（70〜74歳） 約50％ 約40％
後期高齢者（75歳以上） 約55％ 約50％
（資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」
表 4．高齢者の有訴率・有病率
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サービスの一層の充実を図ることが重要である。
　わが国の年齢調整死亡率を欧米と比較すると、日本は男
女とも胃癌が高く、肺がんが少なく、女性の乳がんも低い
ことが指摘されている。
　国民生活基礎調査によると、健康状態は国民の3割が何
らかの自覚症状を訴えており、悩みやストレスがある者は
5割近くもいるという。12歳以上の者について、日常生活
での悩みやストレスの有無別構成割合を見ると「ある」が
46.5％、「ない」が42.6％となっている。悩みやストレスの
ある者を性別にみると、男42.4％、女50.3％で女が高くな
っており、年齢階級別にみると、男女ともに40歳代が最も
高くなっている。内容をみると「家族の病気や介護」は、
男は年齢階級が上がるほど高くなっているが、女は50歳代
が最も高くなっている。
6. 生活習慣病の概念と現状
　生活習慣病には、一次・二次・三次予防による対策があ
げられる。一次予防とは、健康を増進し、発病を予防（生
活習慣の改善など）、二次予防とは、早期発見、早期治療（検
診など）、三次予防とは、社会復帰（リハビリテーションな
ど）である。
　疾病には、喫煙と肺がんや心臓病、動物性脂肪の過剰摂
取と大腸がん、肥満と糖尿病など、食生活や運動などの生
活習慣とこれらの疾患の関係が明らかとなっている。二次
予防に重点を置いていた従来の対策に加え、生活習慣の改
善により発症そのものを予防するという一次予防対策を推
進していく方針が「生活習慣病」という言葉に表されている。
　生活習慣病の現状は、悪性新生物、高血圧性疾患の医療
費が大きい。現在、悪性新生物、心臓病、脳血管疾患を合
わせると死因の約6割を占めている。悪性新生物、脳血管疾
患、虚血性心疾患、糖尿病、高血圧性疾患という生活習慣
病の総患者数は、2008（平成20）年度の患者調査で、高血圧
性疾患797万人、糖尿病237万人であり、悪性新生物、脳血
管疾患、虚血性心疾患を合計すると約1400万人である。そ
れらの2008（平成20）年度の国民医療費は、悪性新生物2兆9
千億円、高血圧性疾患1兆9千億円、脳血管疾患1兆6千億円
であり、糖尿病、虚血性心疾患を合わせて合計8兆2千億円
（一般診療医療費の32％）に上ると推測されている。
　特定健康診査・特定保健指導の現状は、2008（平成20）年
度から医療保険者には、40歳以上75歳未満の加入者に対す
る特定健康診査（生活習慣病に関する健診）と特定保健指
導（健診の結果必要がある人に対する保健指導）の実施が
義務づけられた。
　特定健診は、糖尿病等の生活習慣病を予防するため、メ
タボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目し、特
定保健指導を必要とする者を抽出するために行われる。（※
基本的な健診項目としては、①既往歴の調査、②自覚症状
および他覚症状の有無の検査、③身長、体重および腹囲の
測定、④ BMI（＝体重÷身長）の測定、⑤血圧の測定、⑥
肝機能検査、⑦血中脂質検査、⑧血糖検査、⑨尿検査など
である。）
　糖尿病は、主として小児期から発症する1型糖尿病（イ
ンスリン依存型糖尿病：IDDM）と、わが国の糖尿病の
大部分を占める2型糖尿病（インスリン非依存型糖尿病：
NIDDM）に分けられる。なかでも2型糖尿病の発症には運
動や食事などの生活習慣が関連しており、生活習慣の改
善により糖尿病の発症を予防する一次予防対策が重要とな
る。なお、糖尿病が強く疑われる人のうち、現在治療を受
けている人は55.7％、治療経験がない人は39.2％である。
糖尿病が全死亡に占める割合は、2009（平成21）年現在1.2
％と決して高くはなく、また死因の上位でもない。しかし、
糖尿病はわが国の主要な死亡原因である脳卒中や虚血性心
疾患などの危険因子ではある。
　2008（平成20）年の年齢階級別受療率をみると、40歳代後
半から急激に上昇しており、若年期からの生活習慣の影響
が壮年期に高血圧性疾患として表れている。平成12年の循
環器疾患基礎調査によると高血圧者の割合は、男51.7％、
女39.7％であった。
　脳卒中は、脳出血、くも膜下出血、脳梗塞に分けられる。
脳卒中は、1951（昭和26）年から1980（昭和55）年までの30
年間、日本人の死亡原因の第1位を占めていた。脳卒中は、
死亡を免れても後遺症として障害が生じたり、療養児の長
期の臥床などがきっかけとなり、介護が必要となった原因
の23％を占めている。
　心臓病では、狭心症や心筋梗塞といった虚血性の患者の
死亡数は、平成5年から7年は増加したがそれ以降は横ばい
であり、平成21年では、心臓病による死亡数全体の約4割
を占めている。虚血性心疾患の総患者数をみると、2008（平
成20）年の患者調査では80万8千人となっており、脳卒中と
同様に今後危険因子の回避を目指した一次予防を中心に総
合的な対策が望まれている。
　今日、高齢者問題というのは、平均寿命の進展、高齢化
率の増加、高齢者世帯の増加、世帯規模の縮小、女性たち
の就労の拡大、共働き世帯の拡大、扶養意識の変化による
家庭での介護能力の低下、経済状況の変化などが関係して
いる。
　わが国の老人福祉対策は1963（昭和38）年の老人福祉法に
始まり、今日までの主な施策は表5の通りであるが、1960
年代から70年代にかけては、施設サービスや在宅サービス
の拡充が図られ、その対象者も生活保護世帯等の低所得世
帯から一般世帯の高齢者へと拡大された時代でもあった。
1980年代後半からは、高齢者の介護問題が大きな社会問題
として登場してきた。2000（平成12）年からは、社会保険で
ある介護保険制度が新たに登場し、それまでの措置制度か
ら利用契約制度への変更、ケアマネジメントの導入、民間
事業者の参入拡大など、従来の社会福祉制度に大きな変革
をもたらした。2000年代に入ってからは、高齢者医療制度
の大幅な見直しが行われ、2008（平成20）年4月からはそれ
までの老人保健制度に代わって、後期高齢者医療制度とい
う新たな制度がスタートした。
7. これからの生活習慣病対策
　健康診断は、とかく自覚症状のない疾病や自覚症状のな
い段階での早期発見による危険因子や疾病を発見するのに
有力な二次予防手段である。しかし、これまでの健康診断は、
検査結果の蓄積体制が不十分であり、検査項目の科学的根
拠に基づいた検証や精度管理が不十分であるなど、精度管
理や保健指導の不徹底などに課題があった。これらをふま
えて、平成20年度に開始された医療制度改革において、生
活習慣病の予防が国民の健康確保の上で重要なること指摘
された。その対策として具体的な取り組みとして、医療保
険者に40〜74歳の被保険者・被扶養者に対する生活習慣病
の予防に着目した特定健康診査・特定保健指導の実施が義
務づけられた。これは従来の老人保健事業では、個別疾患
の早期発見・治療が主目的であったものが、医療保険者が
実施する特定健康診査・特定保健指導では、血圧・脂質等
に関する健康診査の結果から生活習慣の改善が特に必要な
者を抽出して、医師、保健師、管理栄養士等が、生活習慣
の改善のための指導を行うことにより、生活習慣病を予防
することを目的としている。
　なお、従来の老人保健事業のうち、医療保険者が実施す
ることになった事業以外の歯周疾患健診、骨粗鬆症健診、
肝炎ウイルス健診、健康手帳の交付、健康教育、健康相談、
機能訓練、訪問指導等の事業については、引き続き市町村
において、健康増進法に基づき実施されるとともに、がん
検診についても、健康増進法に基づく事業として位置づけ
られている。
8. これからの健康増進改革
　高齢社会が今後ますます深刻化する中で、わが国の健康
増進改革は今後どのように展開されるのであろうか。2000
（平成12）年3月に策定された「21世紀における国民健康づ
くり運動（健康21）」を通して展望を見てみよう。健康21
の基本理念は「全ての国民が健康で明るく元気に生活でき
る社会の実現のために壮年死亡の減少、健康寿命の延伸と
健康に関する生活の質の向上を目指し、一人一人が自己の
選択に基づいて健康を増進する。そして、その個人の活動
を社会全体が支援していくこと」としている。さらに基本
方式として、一次予防の重視、健康づくり支援のための環
境整備、健康づくり運動の目標設定とその評価、多様な健
康増進運動実施主体間の連携などである。健康日本21では
さらに課題として、生活習慣や生活習慣病を以下の9つの
分野（①栄養・食生活、②身体活動・運動、③休養・ここ
ろの健康づくり、④たばこ、⑤アルコール、⑥歯の健康、
⑦糖尿病、⑧循環器病、⑨がん）で選定し、それぞれの取
り組みの方向性と具体的な目標を提示している。
　厚生労働省では、①健康日本21全国大会などを通しての
啓発活動、②推進体制の整備と地方計画支援、③保健事業
の効率的・一体的推進、④科学的根拠に基づく事業の推進、
の4つの柱を立てて、健康日本21を推進することとしている。
　健康日本21を推進するためには法的基盤整備の必要性が
求められ、2002（平成14）年8月に栄養改善も含めた国民の
健康増進を図り、国民保健の向上を目的とした健康増進法
が制定された（2003年5月施行）。健康増進法は、生活習慣
病を防ぐための栄養改善のみならず、運動や飲酒、喫煙な
どの生活習慣の改善を通じた健康増進の概念を取り入れて
いる。
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1963（昭和38）年 老人福祉法制定
1969（昭和44）年 ねたきり老人健康診査事業開始
1973（昭和48）年 老人医療費無料化実施
1978（昭和53）年 短期入所生活介護（ショートステイ事業）開始
1979（昭和54）年 通所介護（デイサービス事業）開始
1982（昭和57）年 老人保健法制定（老人医療費に自己負担導入、保健事業の制度化）
1986（昭和61）年 老人保健法改正（老人保健施設の導入）
1989（平成元）年 高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴールドプラン）策定
1990（平成　2）年 社会福祉関係 8 法の改正（福祉サービス事業の市町村への一元化、地方老人保健福祉計画作成の義務づけ）
1991（平成　3）年 老人保健法改正（老人訪問看護制度の創設）
1995（平成　7）年 高齢社会対策基本法制定、新ゴールドプラン策定
1997（平成　9）年 介護保険法制定
1999（平成11）年 ゴールドプラン 21 策定
2000（平成12）年 介護保険制度実施
2005（平成17）年 介護保険法改正（介護予防重視、食費等の自己負担化）
2006（平成18）年 医療制度改革（後期高齢者医療制度の創設等）
2008（平成20）年 後期高齢者医療制度実施、介護保険法改正（介護事業運営の適正化）　
2011（平成23）年 介護保険法改正（地域包括ケアシステムの実現）
（資料）「国民衛生の動向  Vol.59  No.10  2012/2013」より
表 5．高齢者の保健・医療・福祉の動向
　さらに、2005（平成17）年からの10か年戦略として「健康
フロンテア戦略」が2004（平成16）年5月に策定された。こ
れは超高齢社会を迎えるわが国において、国民一人ひとり
が生涯にわたり元気で活動テク胃に生活ができる「明るく
活力のある社会」の構築のため、国民の「健康寿命（健康
で自立して暮らすことができる期間）」を伸ばすことを基本
目標に置き、「生活習慣病予防対策の推進」と「介護予防
の推進」を2本柱としている。
　また、2007（平成19）年4月には、健康フロンテア戦略を
発展させた「新健康フロンテア戦略−健康国家への挑戦−」
が策定された。この戦略は、2007（平成19）年度からの10か
年戦略であり、国民が取り組むべき分野として、「子どもの
健康」「女性の研修」「メタボリックシンドローム克服」「が
ん克服」「こころの健康」「介護予防」「歯の健康」「食育」「運
動・スポーツ」の9つの分野を取り上げている。
　さらに、2007（平成19）年12月からは、新健康フロンテア
戦略に掲げられた取り組みを進め、政府一体となって健康
国家の創造に向けて挑戦するために行うべき施策として、
「新健康フロンテア戦略アクションプラン」が策定された。
○おわりに
　保健と医療と福祉の統合は、この3つの要素がうまく調和
した時に人々の人生に大きな利益をもたらすであろう。保
健といわれる領域において、人々の健康に大きな影響を及
ぼすであろう各種予防対策を講じることが健康を維持する
大きな要因である。そのためには、若い時期からの生活習
慣の確立が最大の予防でもある。また、医療の飛躍的な進
歩は私たちにかけがえのない健康を与えてもくれる。とり
わけ近年の iPS 細胞の発見にも見られるように近からず将
来私たちの医療に計り知れない幸福をみたらしてくれるか
もしれない。また、超高齢社会において、福祉背作の充実
は永い私たちの老後の支えでもある。
　保健、医療、福祉の統合こそがこれからの私たちの人生
の大きな柱となるであろう。近年の経済事情の変化は、私
どもの日々の生活に大層大きな不安を掻き立てている。こ
のような時代であるからこそ、私どもは、国からの扶助に
頼ることなく、日常の活動を通して、将来に対する保健と
いう名の予防を、医療という名の治療に、そして福祉とい
う名の安寧秩序の維持に努めるべきであろう。
　バブル崩壊後のわが国の政治や経済の状況は、戦後の奇
跡といわれた高度経済状況の勢いは今や目を覆うばかりで
ある。近年毎年のように首がすげ変わる総理大臣の様相は
わが国の混迷を最も象徴しているかのようである。このよ
うな状況の中で、着実に増加をきたしている超高齢社会は、
戦後の第1次ベビーブーム世代が高齢者の仲間入りを果た
した2007年問題、そしてこれらの世代が後期高齢者の仲間
入りを果たす2017年問題に対して適切な対策・対応を迫ら
れている。超高齢化によってもたらされる高齢者の医療費
の問題、現行の1割負担（一部高額所得者には3割負担）の
見直しも避けては通られないであろう。すでに子育てを終
え、ローンの返済を済ませた人々と、子育て世代の医療費
負担の不平等感。改善の方途を考えるとき、保健と医療そ
して福祉の統合がどのように展開されるかが問われるであ
ろう。
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